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特別報告
塚田久恵 1§，曽根志穂１，石垣和子１
韓国における生活習慣病対策と評価システム
及び保健教育師制度の導入状況について
～京畿道庁・保健所・保健診療所の訪問を通しての報告～
１．はじめに
韓国は，1970 年頃には急激な人口増加を迎え，
近年，急激に高齢化が進んでいる．また，介護保
険制度など保健医療施策に関して，日本と非常に
共通した点が多い．さらに，疾病構造の変化によ
り国民医療費が急増している．そこで，1995 年
に国民健康増進法（National Health Promotion 
Act）を制定し，自ら健康に関する基礎知識を高
め「自分の健康は自ら責任をもつ」とする認識を
高め，実践する国民運動が展開されている 1 ）．
その国民運動を展開していく公的機関として，
保健所が位置づけられる．1956 年に保健所法が
制定され，防疫行政と救護行政が行われていたが，
その後，急激な人口増加と疾病構造の変化や住民
ニーズに対応するため，法改正を重ねながら，保
健所の機能と業務が見直されてきている．そして，
時代の変遷とともに，保健所で働く看護職の役割
も見直されてきている． 
塚田ら 2 ）の報告から，韓国の保健所と保健支
所は，同一組織の中にあり，施策や事業を実施す
る上で，指揮命令系統や情報の一元化が図られ，
事業の集中化を図ることが可能である．また，韓
国の個別管理に関しては，対象者の管理規定が明
確になっており，そのケース対応についてもガイ
ドラインが明確であることやカルテも国によって
一元管理，評価されていることが日本との大きな
相違点である． 
そこで，2013 年 3 月 26 日～ 28 日に，大韓民
国（韓国）の保健政策・保健事業，その事業の評
価方法と指標，事業の評価システムと情報管理，
2010 年から養成されている保健教育を推進する
ための新しい職種である保健教育師の導入状況に
ついて把握するために，韓国北西部に位置する水
原市（Suwon City）にある京畿道庁（Gyeonggi 
Provincial Government），龍仁市処仁区保健所
（Yongin City  Cheoin District Public Health 
Center）， 金 浦 市 保 健 所（Gimpo City Public 
Health Center），保健所の下部組織である陽村
邑保健支所（Yangchon Health Center Branch 
Oﬃ  ce），Primary Health Care Post（PHCP）と
呼ばれる龍仁市処仁区大隊保健診療所（Daedae 
Health Clinic），金浦市月串面開谷保健診療所
（Wolgot-myeon Gaegok Health Clinic）を視察
した（図 1）．
今回は，現地調査及び文献やインターネットの
情報も踏まえ，京畿道の保健政策・保健事業を中
心に報告する。
２．韓国の保健政策・保健事業
２．１　京畿道の保健組織と保健政策・保健事業
京畿道の保健医療関連行政組織は，本庁保健福
祉局内に 6 課 24 チーム （116 名）で構成されて
いる（図 2）．
京畿道の保健政策は，「幸福で安全な健康京畿
道をつくること」をミッションに，4 つのビジョ
ンが掲げられている．また，推進戦略として，「幸
福で安全な健康社会」，「健康な身体とこころ，寿
命の延長と人間らしい人生」，「いつでも近くにい
１　石川県立看護大学
§　責任著者
図１　京畿道の現状（資料提供：京畿道庁）
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図２　京畿道の保健組織 （資料提供：京畿道庁）
ې ೸ᗛ࡝⏍Ὡ⩞ៈࢅࡗࡂࡾࡆ࡛ 㐘ິࠉᰜ㣬ࠉ㐲ᙔ࡝మ㔔ࡡ⥌ᣚࠉ⚏↦ࠉ⟿㒿
ې Ⰳ࠷⎌ሾ࡛ᖶ⚗࡝ெ⏍ࢅᨥᥴ㸝ΰࡼ࠾࡝ỀࠉᏭධ࡝㣏࡬∸ࠉᴞࡊ࠷ఴᬜ
ې Ꮽධ࡝ᠻ࠿ࡱࡔࢅࡗࡂࡾࡆ࡛ Ꮽධ࡝ᑽప⎌ሾࠉஹ㏳Ꮽධ
ې ះᛮ⑄ᝀࡡ⟮⌦ 㧏⾉ᅸࠉ⢶ᑺ⑋ࠉᚨ࣬⬳⾉⟮⑄ᝀࠉᕵᑛ㞬἖ᛮ⑄ᝀ㸞
ې ⩹ெᛮ⑄ᝀࡡ⟮⌦⑭࿄ࠉ㛭⟿ⅎࠉះᛮ⑚⑍ 
ې ⢥♼⑄ᝀࡡ⟮⌦ ៟㨒⑍ࠉ⮤ṽࠉះᛮ⢥♼⑄ᝀࠉ⢥♼ฦ⿛⑋ࠉ୦ᴗᛮ㝸ᐐ
ې ࠿ࢆࡡ⟮⌦ኬ࠿ࢆ 
ې វ᯹⑍⑄ᝀࡡ⟮⌦
ې 㐲ว࡝ಕ೸༈⒢ࢦ࣭ࣄࢪ᪃シ࡛᝗ሒࡡᥞ౩
ڼ පභಕ೸༈⒢ࢦ࣭ࣄࢪ᪃シࠉ  ࣬ ࣬ḗ༈⒢ᶭ㛭ࠉᨾ᛬༈⒢ࢦ࣭ࣄࢪ᪃シ
ې ᆀᇡ♣ఌࡡಕ೸༈⒢⤄⧂మ⣌
ڼ ᐓ᪐༟నࡡ೸ᗛ┞ㄧమ⣌ࠉᏕᰧಕ೸㟯ᑛᖳ┞ㄧమ⣌ࠉẍᏄಕ೸஘ඡ┞ㄧ
ې ༎ฦ࡝ᆀᇡ♣ఌࡡ㐘ິ᪃シ⎌ሾ
ڼ ᆀᇡࡡ㐘ິ᪃シ පᅧ➴ 
 ᖶ⚗࡚Ꮽධ࡝೸ᗛ♣ఌ
 ೸ᗛ࡝㌗మ࡛ࡆࡆࢀࠉᑋ࿤ࡡᘇ㛏࡛ெ㛣ࡼࡊ࠷ெ⏍
 ࠷ࡗ࡚ࡵ㎾ࡂ࡞࠷ࡾಕ೸༈⒢᪃シࠉ᝗ሒ࡛⎌ሾ
?
?
?
?
図３　京畿道保健政策（資料提供：京畿道庁）
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る保健医療施策，情報と環境」の 3 本柱を掲げ，
事業が進められている（図 3）．
次に，主要事業の中でも，特に生活習慣病対策
と健康増進対策に関する事業について，以下に述
べる（図 4，5，6）。
心脳血管ハイリスク群管理事業については，心
脳血管疾患は韓国の死亡原因の第 2 位，疾病負担
の第 1 位であることから，高血圧，糖尿病等，先
行疾患の管理を通じた合併症の予防等により，医
療費の節減を目標に掲げている．事業については，
高血圧・糖尿病の登録管理事業，高血圧・糖尿病
広域教育センターの運営，「自分の血圧・血糖を
知る」運動による慢性疾患の認識水準の向上に努
めている．
がん管理事業については，がん検診及び低所得
層がん患者の医療費支援を通じたがんの早期発
見・治療により、がん治療率を引き上げるととも
に、京畿地域がんセンターを運営し、地域のがん
管理体系を構築することを目標に掲げている．事
業については， がん検診事業（５大がん：胃がん，
乳がん，子宮頸がん，肝がん，大腸がん）を実施
している．
地域社会統合健康増進事業については，国家主
導型事業から地域特性や住民ニーズに合致するよ
う，健康領域別，生涯の周期別，対象者中心の事
業に転換し，効率性を向上することを目標に掲げ
ている．
事業については，家族構成員の世代別に主な保健
学的問題を選定し、生涯の周期別に健康サービスの
再構成・統合の推進を図ることを目標に掲げている．
例えば，生涯の健康の芽を育てるために，乳幼児、
妊産婦等を対象に，栄養管理，母乳授乳，アトピー，
口腔衛生への対応を図ること．中・壮年層を対象に
健康増進を図るために，禁煙，節酒，身体活動，肥
満予防への対応を図ること．高齢者対象に，無病長
寿プロジェクトを立ち上げ，痴呆予防，訪問看護，
高血圧・糖尿病の管理，老人の自殺，漢方薬の服薬
等への対応を図ることが挙げられる．
日本も同様に，生活習慣病対策は喫緊の課題で
あり，高齢者の医療の確保に関する法律や健康増
進法，がん対策基本法により，生活習慣病に関す
る健診や集団及び個別指導等が行われている．ま
た，国が策定した「21 世紀における国民健康づ
くり運動（健康日本 21）」（平成 12 年 3 月策定）
では，平成 23 年 10 月に最終評価が取りまとめ
られ，9 分野 59 項目についての達成状況が評価・
分析された．そして，平成 25 年度から，目標に
図４　主要政策「心脳血管ハイリスク群管理事業」
　　　（資料提供：京畿道庁）
図５　主要政策「がん管理事業」（資料提供：京畿道庁）
図６　主要政策「地域社会統合健康増進事業」
　　　（資料提供：京畿道庁）
地域社会統合健康増進事業
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健康寿命の延伸と健康格差の縮少が盛り込まれ
た，健康日本 21（第 2 次）がスタートしている 3 ）．
各都道府県，市町村においても同様の計画が策定
され，乳幼児期から高齢期までのライフステージ
を通しての事業が展開されている．
２．２　市・郡の保健組織
市・郡の保健組織には，保健所，下部組織の保
健支所及び保健診療所がある．国や道の指示の下，
保健衛生業務を推進している（図 7）．
３．韓国の保健事業の評価方法と指標
保健事業の評価については，「2013 年（2012年
の実績）地方自治体共同評価　評価指標及びマ
ニュアル」4 ）に基づき5施策（（1）救急医療・管理，
（2）健康増進，（3）疾病管理，（4）感染病・管理，（5）
食品・医薬品・公衆衛生・安全管理），13指標に
基づき評価することになっている．指標について
は，健康増進と疾病管理に焦点を当て，紹介する．
健康増進事業の評価指標は，（1）健康サービス
及び禁煙事業運営実績，（2）訪問へルスケア事業
の推進，（3）母子の健康管理．（4）国民健康診査
事業・運営実績の 4 つである．
算定方法について例を挙げると，例えば，（1）
健康サービス及び禁煙事業運営実績における算定
方法は，以下のとおりである．
①　保健所 健康生活実践事業（定性評価）
　 市・道（市郡区を含む）別に優秀事業３件の
提出を受け、合同評価団が定性評価をする．
②　保健所禁煙クリニック・サービスの成功率
（保健所禁煙クリニックの禁煙決意者数× 0.4）
　　　　　　　目標人口数
＋（　　　　４週間禁煙成功者数　　　　× 0.2）
　禁煙決意日から４週経過した者の数
（4）国民健康診査事業・運営実績の算定方法は，
以下のとおりである．
 ＜算式＞
①　一般健康検診の受検率 :
　　　　　　受検者数 / 対象者数× 100
②　生涯転換期検診の受検率 : 
　　　　　　受検者数 / 対象者数× 100
③　乳幼児健康検診の受検率 : 
　　　　　　受検者数 / 対象者数× 100
＜算式の説明＞
①　一般健康検診の受検率
　受検者数： 医療給付受給権の一般健康検診対
象者のうち、実際に受検した人数
　対象者数： 2012 年度医療給付受給権の一般
健康検診対象者 （国民健康保険公
団から対象者を通知）
②　生涯転換期検診の受検率 
　受検者数： 医療給付受給権の生涯転換期検診
の対象者のうち、実際の受検人数
　対象者数： 2012 年度 40 歳、66 歳 医療給付
受給権の生涯転換期検診対象者
（国民健康保険公団から対象者を
通知）
③　乳幼児健康検診の受検率 
　受検者数： 医療給付受給権の乳幼児検診の対
象者のうち、実際に受検した人数
　対象者数： 2012年度 検診周期別（4か月、9
か月、18か月、30か月、42か月、
54か月、66か月） 医療給付受給者
の乳幼児健康検診対象者数（国民
健康保険公団から対象者を通知）
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図７　市・群の保健組織（資料提供：京畿道庁）
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疾病管理の評価指標は，（1）がん及び口腔管理・
実績，（2）精神保健・痴呆ケア，（3）韓医薬健康増
進拠点医療センター事業の運営実績の3つである．
算定方法について例を挙げると，例えば，（1）
がん及び口腔管理・実績における算定方法は，以
下のとおりである．
①　がん検診 受検率
　　（受検件数 / 検診対象件数）× 100
②　指定緩和医療病床の増加率
　　 {（2012 年指定の緩和医療病床数㽎2011 年
指定の緩和医療病床数）/ 2011 年緩和医
療病床数 } × 100
③　適用フッ素利用人口の比率
　　 {（授フツ事業の受益者数 + フッ素溶液に
よるブラッシング事業の受益者数 + フッ
素塗布事業の受益者数 / 人口｝× 100
　　 ＜授フツ事業の受益者数とは＞フッ素事業
受益者数 : フッ素濃度を調整された水道水
を供給されている管轄人口（フッ素濃度を
0.6 ～ 1.0ppm に 維持する浄水場に限る）
④　口腔保健事業の充実度（定性）
　　 市道（市郡区を含む）ごとに、優れた自治
事業２件の提出を受け、合同評価団におい
て定性評価をする．
以上が，事業評価の算定方法（一部）であるが，
地方自治体の共同評価，評価指標により，国全体
で評価，管理しやすいシステムになっている．こ
れは，5 ～ 6 年前に，偏在していたデータをまと
め，国の行政安全部で統括し，一律で評価するこ
とになった経緯がある．
そして，算定方法には，定量だけでなく，定性
による方法を導入しているのが特徴的である．た
とえば，優秀事例や事業の創造性，関係団体との
協働性，目標の達成度と実績，コストコントラス
ト効果，受益者の利便性などの有効性，限られた
予算やマンパワーの中での努力性などである．
地域社会統合健康増進事業については，先述の
とおり，国家主導型事業から地域特性や住民ニー
ズに合致するような事業に転換していくことを目
標に掲げている．よって，各自治体特有の事業も
展開されているようで，保健所や保健診療所に
あっては，一律の予算配分ではなく，事業計画と
実績に基づき，予算配分がされるようになってき
ている．この点については，地域特性に応じた事
業展開も可能になり，きめ細かな保健事業の推進
及び，職員の意欲促進にも繋がると考える．
４．韓国の事業評価システムと情報管理
各保健所，保健支所，保健診療所には，韓国保
健福祉情報開発院が管理する保健機関統合情報シ
ステムの端末が設置されており，個人の疾病管理
情報や事業実績等が入力管理されている．入力情
報の内容の一部を図 8 に紹介する．各情報は，個
人ごとや必要に応じて統計処理ができる．また，
必要な情報は，国に報告され，国は情報を処理し，
必要に応じて，現場に還元している（図 9）．こ
のように，情報が国で一元的に管理，評価されて
いることが日本と異なる． 
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図９　情報の管理システム
図８　世帯別健康管理 PC 入力情報（一部抜粋）
　　　（資料提供：龍仁市処仁区大隊保健診療所）
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日本の保健事業は，設置主体の異なる県型保健
所と市町村レベルで実施され，体制が二元化され
ている場合がほとんどである．そのため，国から
の要請により，市町村の保健事業のデータは，定
例報告として，保健所，都道府県を経由して国に
報告される．その他，市町村においては，必要に
応じて，随時，国や都道府県，保健所からデータ
の提供を求められることがある．日本も IT 化が
進んでいるが，韓国のように地方自治体共同評価
としての共通マニュアル，端末，ソフトで管理さ
れていることはない．日本は，ある意味，地方分
権化が進み，各自治体の事業の裁量化が進んでい
ると言えよう．しかし，日々の事務量を軽減化す
るためには，見直しも必要かと考える．
５．韓国の保健教育師制度
５．１　 看護職が配置されている公衆衛生関係機
関と設置基準
韓国には，看護師と助産師の 2 つの看護職の国
家資格があるが，日本の保健師にあたる国家資
格はない．そうした中，1973 年から日本の保健
師に当たる保健看護師（Certiﬁ cated for Public 
Health Nurse：CPHN）の教育が行われてきた．
この保健看護師は，国の保健福祉部が認証する資
格であり，大学医学部において 1 年間の教育課程
を受ける．しかし，保健看護師の教育は 1990 年
代に中断され，2003 年の医療法の改正により廃
止され，現在は公衆衛生上級実践看護師として育
成されている 2 ）． 
地域で働いている看護師には，上記の保健所の
保健看護師，公衆衛生上級実践看護師の他，保健
診療所の保健診療員や事業所の事業看護師，学校
の保健教師がいる 2 ）（図 10）．
そして，看護職が配置されている公衆衛生関係
機関には，保健所，保健所機能と診療機能を備え
た保健医療院，その下部組織である保健支所，過
疎地域医療を担うために開設された保健診療所が
ある（図 11）．保健診療所には，簡単な診療と処
方ができる公務員看護師（保健診療員）が配置さ
れている．これらの設置基準は，図 12 に示した
とおりである 2 ）．
５．２　保健教育師の役割
韓国では，人口の急速な高齢化と生活習慣病に
対応していくための国家戦略が展開される中，先
述の看護職の他に，国家資格を持つ保健教育師が
2010（平成 22）年から養成され，保健教育の担
い手となっている． 
保健教育師は，国民の健康増進及び保健教育に
関する専門知識を有する者として，保健教育を中
心とした保健教育プログラムの企画，運営，評価
等を遂行する専門人材である．
保健教育の内容は，以下のとおりである（国民
健康増進法施行令第 17 条）5 ）．
1. 禁煙・節酒等、健康生活の実践に関する事項 
2. 慢性退行性疾患等疾病の予防に関する事項 
3. 栄養及び食生活に関する事項 
4. 口腔の健康に関する事項 
図 10　地域で働く看護師の業務分野
図 11　看護職が配置されている公衆衛生関係機関
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5. 公衆衛生に関する事項 
6. 健康増進のための体育活動に関する事項 
7. その他健康増進事業に関する事項 
国は，高齢化社会による莫大な医療費削減を目
標に，一次医療と予防と管理に力を入れていく方
向であろう．そのために，適切な保健教育と相談
者が益々必要とされるであろうと考える．
５．３　保健教育師の採用状況
保健教育師の採用については，養成されてから
3 年経ち，徐々に増える傾向にあると言えるが，
まだ経過を見ている段階と思われる．
国は，同法第 12 条第 4 項 5 ）の中で，「国及び
地方自治体は，大統領令が定める国民健康増進事
業関連法人又は団体等に対し，保健教育師を従事
者に採用することを推奨しなければならない」と
明示している．しかし，保健教育師の採用は，推
奨事項であって，法的な強制力を持っていないの
が現状である．その点，社会福祉士の場合，社会
福祉事業法第 13 条によると，「社会福祉法人や社
会福祉施設を設置・運営する者は，大統領令で定
めるところにより，社会福祉士を従事者に採用し
なければならない」と明示している 5 ）．保健教育
師の定着の促進を図るためには，法律的な規定が
図られることが急務と考える．
主な就職先としては，保健所や病院があるが，
保健所に入るには，公務員試験を受ける必要があ
り，試験は難しい．また，身分保障がしっかりし
ているので，競争が激しい．その点，個人病院に
は入りやすい状況にあるようだ．
視察先の龍仁市処仁区保健所（Yongin City 
Cheoin District Public Health Center） で は，
新たに保健教育師を採用するのではなく，保健所
の看護師が保健教育師（3 級）の資格を取得し，
活動している．看護師が保健教育師の資格をとる
のは，業務の体系化，合理化，専門化を目指すこ
との一環と言える．保健所の看護師の業務の中核
といえるのが市民教育であり，必要に応じ，看
護師が施設や学校，企業にも出張指導している．
要請があっていくのは 20％程度で，ほとんどが，
保健所として必要があって，実施している．内容
は，虫歯予防，禁煙教育，肥満予防，手洗い指導，
性予防・性暴力，偏食予防等の栄養教育，結核予
防他，幅広い活動を行っている．
保健教育師の資格は，より専門性の高い市民教
育をしていくための手段として必要度が高くなっ
てきている．
５．４　保健教育師の養成課程
保健教育師になるための最低履修科目と単位
は，国民健康増進法施行規則第 7 条の 2 5 ）より，
必修科目 9 科目 22 単位，選択科目 4 科目 10 単
位となっている（表 1）．
表１　保健福祉部令で定める保健教育関連科目
ͤ㛭㏻᰷ᣈ㸯㡉ᅗ ᅗẰ೸ᗛቌ㐅Ἢ᪃⾔ぜ์➠ ᮪ࡡ ื⾪ 
༇ฦ ⛁┘ྞ ᭩఩ᒓಞ⛁┘࡛༟న
ᚪಞ⛁┘
ಕ೸ᩅ⫩ࠉಕ೸ࠉಕ೸ࣈࣞࢡ࣑ࣚࡡ㛜Ⓠ࡛ビ౮ࠉ
ಕ೸ࠉᩅ⫩᪁Ἢㄵࠉ೸ᗛᩅ⫩ࡡᐁ㊮ࠉㄢᰕ᪁Ἢㄵࠉ
ಕ೸஥ᴏ⟮⌦ࠉ⾠⏍ࠉࢤ࣐ࣖࢼࢢ࣭ࢨࣘࣤࠉ༈⒢
Ἢ
ධ ⛁┘࡛ྙ゛ ༟నࡡ
ᒓಞ
㐽ᢝ⛁┘
ゆ๕⏍⌦ࠉಕ೸⤣゛ࠉಕ೸᝗ሒࠉெ㛣Ⓠ㐡ㄵࠉ♣
ఌᚨ⌦Ꮥࠉಕ೸೒⌦ࠉ⎌ሾ⾠⏍ࠉ␷Ꮥࠉ⑄⑋⟮⌦ࠉ
Ꮽධᩅ⫩ࠉࣛࣈࣞࢱࢠࢷ࢔ࣇyࣉࣜࢪࠉࣛࣀࣄࣛ
ࢷ࣭ࢨࣘࣤ༈⒢ࠉ㣏ဗ⾠⏍ࠉ⢥♼ಕ೸ࠉ༈⒢ࠉᰜ
㣬ࠉ೸ᗛ࡛㐘ິཾࠉ ⭅⾠⏍ࠉඡ❲ಕ೸ࠉ⩹ெಕ೸ࠉ
Ꮥᰧಕ೸ࠉ⏐ᴏಕ೸ࠉᆀᇡಕ೸
ධ ⛁┘࡛ྙ゛ ༟నࡡ
ᒓಞ
石川看護雑誌 Ishikawa Journal of Nursing Vol.11, 2014
－ 118 －
５．５　保健教育師の資格管理
（１）受験資格
受験資格は，国民健康増進法施行令第 18 条の
3 第 1 項 5 ）により，保健教育師 1 級～ 3 級まで
の試験種目別に示されている．その中の3級につ
いては，施行から 3 年間（2012 年 12 月 31 日まで）
の経過措置があり，学士や大学院の教育課程を履
修していなくとも，保健教育業務に 3 年以上従事
した者であれば受験可能とされている（表 2）．
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（２）国家試験
保健教育師資格の取得は，国家試験に合格しな
ければならない．保健教育師資格検定は，筆記試
験のみで構成されている． 
国家資格制度の導入を通じ，国民の健康増進事業
及び保健教育事業の遂行人材の資質及び専門性の向
上を図り，究極的に国民の健康増進のための質的水
準を向上させることに意義があるとされている．
国家試験の科目 5 ）と合格者数 6 ）については，
表 3，表 4 のとおりである．
（３ ）保健教育師の資格検定及び管理を主管する
機関
韓国保健福祉人材開発院は，日本の厚生労働省
に相当する韓国保健福祉部から保健教育師資格証
の交付のための業務に関する事項を委託され，運
営している．科目の審査，経歴の認証その他制度
の広報及び要望等の業務を遂行している．
韓国保健医療従事者国家試験院は，保健福祉部
から保健教育師国家試験の管理に関する事項を委
託され，運営している．試験項目の基準の作成及
び出題，国家試験の運営等の業務を遂行している．
（４）保健教育師資格証の発給機関
保健教育師国家資格制度は，保健福祉部で管掌
しており，資格証は，保健福祉部長官名義で発給
表２　受験資格
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表３　国家試験科目，試験時間
表４　韓国の保健教育師国家試験の合格者数
される国家資格証である．
保健教育師という新たな職種は，その役割に期
待されるものがある．しかし，保健所においては，
あらたな採用ではなく，保健所看護師に，より高
い専門性を付与されるものである．また，一次医
療においては，看護師がより高い保健教育師の資
格を取得し，患者指導や相談業務を行うことは，
喫緊の課題である生活習慣病の発症予防，重症化
予防，再発予防に寄与することは間違いないだろ
う．保健診療員についても同様に，さらに専門性
が強化されることになるだろう．そのためには，
配置の義務付けの法的規定を急ぐ必要性があると
考える．
６．おわりに
近年、日本では，国や地方自治体のあらゆる政
策分野において、政策評価、事業評価などが実施
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され、その重要性は増大する一方である。しかし、
公衆衛生分野の保健政策，保健事業においては，
成果が生じるのに相応の時間を要することが多
い．また，評価方法として，とかく定量評価が多
いのが現状であるが，韓国では，定性評価を積極
的に導入し，生活習慣病対策のための PDCA（計
画、実行、評価、改善）サイクルを確立しようと
している試みが，大変興味深い．また，健康教育
師の保健所や一次医療への配置により，予防対策
の強化も図ろうとしており，今後の効果が大いに
期待される．
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